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１．はじめに

大学入学とともに履修する教養科目において

は 時代の変化とともにその重要性や意義も変

化している。 年に日本学術会議が「 世紀

の教養と教養教育」について提言しており（ ）

世紀に期待される教養として 学問知 技法知

実践知と市民的教養（本源的公共性 市民的公共

性 社会的公共性）の育成と 学びや活動の諸機

会の提供が求められている。

一方大学における大人数型教養教育では 教

養（学問知）を付与するという教員視点の一方的

な教授法が主であり 上記の 世紀に求められ

る教養である実践知や市民的教養教育を 教員

と学修者が双方向的に協働し かつ学修者視点か

ら実践することが課題となっている。これらの観

点より筆者は 教養教育の大人数授業における

アクティブ・ラーニング（ ）を種々模索・検討

しており 昨年度の大学教育カンファレンスで

は 大人数講義での 実践の例として 徳島大学

教養教育における一般教養科目「ミルクの科学」

におけるシチュエーション・ラーニング

（ ）の実践事例とその効果

について報告した（ ）。本稿では さらに徳島大

学一般教養科目「バイオテクノロジーの世界（同

名）」 同イノベーション科目「環境とバイオ

テクノロジー（同 名）」でも を導入し そ

の実践から見えてくる大人数講義での の効果

と課題について検討した。

２． の概念

SLは 1991 年にレイブとウェンガーにより述べ

られた学習法で（3）,「さまざまな社会的活動に参

与することを通して学ばれる知識と技能の習得

実践」を指し「状況的学習」ともいわれる。これ

は,特定の目的や目標を持つものがコミュニティ

（学習の場）を形成し,情報共有や peer learning を

行う学習法である。また, ヤングはこの SL の授

業設計に必要な要素を 4 つ挙げており（4）,（1） シ

チュエーションの設定・選択,（2） スキャフォ

ールディング（足場かけ）の提供,（3） 教員の

役割の明確化と補助,（4） SL の検証である。こ

れらを教員が適切に行うことで, SL の学修効果

が得られると述べている。 
 

３．徳島大学一般教養科目「ミルクの科学」にお

ける の実践

教養科目「ミルクの科学」 （前期開講,平均受

講者数約 140 人）では, まず「とくだい乳業株式

会社」という架空の会社を設定し, 受講者はこの

会社の新入社員で, 半期にわたり OJT を受けそ

の後専門部署（各学部）に配属されるという「場

の設定」を行った。その OJT の一環として, ミル

クや乳製品の歴史, 文化, 成分, 保健効果などに

ついて学び,ミルクや食品に関わる諸問題につい

て学習者の問題意識の醸成を目標としている。詳

細は昨年度の本大会抄録に記載しているが（ ）, こ

の目標を達成するために, 受講者と協働し下記

の AL を行った。①全国・海外のミルク・乳製品

調査, ② チーズ作り体験, ③ミルク・乳製品を用

いた新商品開発（2 回）, ④新商品に対する受講

者投票（総選挙）, ⑤毎回の PBL 課題のフィード

バックなどである。この授業の受講者による 2015

～2017 年度授業評価アンケートの結果における

本科目における各評価項目は , 2015 年および

2016 年の一般教養科目群に比べすべて高く, 特

に双方向性の項目では一般教養科目群平均に比

べ 0.4～0.5 ポイントほど高い評価が得られた（2）。

さらに AL に関する授業評価アンケート（2016

年）では, この科目の「一方的」と回答した学生

は約 47%であり, 一般教養科目群の値（64%）に

比べ顕著に低かった。このことから, SL を利用し

た教養教育の実践は, 大人数講義での双方向化
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SLは 1991 年にレイブとウェンガーにより述べ

られた学習法で（3）,「さまざまな社会的活動に参

与することを通して学ばれる知識と技能の習得
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行う学習法である。また, ヤングはこの SL の授

業設計に必要な要素を 4 つ挙げており（4）,（1） シ

チュエーションの設定・選択,（2） スキャフォ

ールディング（足場かけ）の提供,（3） 教員の

役割の明確化と補助,（4） SL の検証である。こ

れらを教員が適切に行うことで, SL の学修効果

が得られると述べている。 
 

３．徳島大学一般教養科目「ミルクの科学」にお

ける の実践

教養科目「ミルクの科学」 （前期開講,平均受

講者数約 140 人）では, まず「とくだい乳業株式

会社」という架空の会社を設定し, 受講者はこの

会社の新入社員で, 半期にわたり OJT を受けそ

の後専門部署（各学部）に配属されるという「場

の設定」を行った。その OJT の一環として, ミル

クや乳製品の歴史, 文化, 成分, 保健効果などに

ついて学び,ミルクや食品に関わる諸問題につい

て学習者の問題意識の醸成を目標としている。詳

細は昨年度の本大会抄録に記載しているが（ ）, こ

の目標を達成するために, 受講者と協働し下記

の AL を行った。①全国・海外のミルク・乳製品

調査, ② チーズ作り体験, ③ミルク・乳製品を用

いた新商品開発（2 回）, ④新商品に対する受講

者投票（総選挙）, ⑤毎回の PBL 課題のフィード

バックなどである。この授業の受講者による 2015

～2017 年度授業評価アンケートの結果における

本科目における各評価項目は , 2015 年および

2016 年の一般教養科目群に比べすべて高く, 特

に双方向性の項目では一般教養科目群平均に比

べ 0.4～0.5 ポイントほど高い評価が得られた（2）。

さらに AL に関する授業評価アンケート（2016

年）では, この科目の「一方的」と回答した学生

は約 47%であり, 一般教養科目群の値（64%）に

比べ顕著に低かった。このことから, SL を利用し

た教養教育の実践は, 大人数講義での双方向化

に一定の効果があったと思われる。 
 

４．「環境とバイオテクノロジー」 「バイオテク

ノロジーの世界」における の導入

筆者はイノベーション科目「環境とバイオテク

ノロジー」（前期開講,受講者数 200 名（2015-16

年）, 140 名（2017-2018 年））においても, 2016

年度より上記３．と同様のシチュエーション（と

くだい環境バイオ株式会社）を設定した SL を導

入・実践した。この授業では, まず生物および生

体高分子の基礎的な知識と関連する諸問題を取

り扱い, さらに環境とバイオテクノロジーに関

連した答えのない諸問題に対する意見の醸成を

目的としている。この目的を達成するために, 受

講者と協働し下記の AL を行った。①遺伝子組み

換えおよびヒトゲノム利用における受講者意識

調査, ②タンパク質ゲーム, ③全国発酵食品地図

の作製, ④タンパク質を用いた新商品開発, ⑤新

商品に対する受講者投票（総選挙）,⑥毎回の PBL

課題のフィードバックなどである。図 1 に示した

授業評価アンケートでは, SL 導入前 3.88 ポイン

ト（2015 年度）であった双方向性が, 2016 年度は

3.98, 2017 年度は 3.97, 2018 年度は 4.45 ポイント

に改善するなど SL 導入による双方向性の向上が

見られた。しかし, 本科目の AL に関する授業評

価アンケート（2016 年）では,「一方的」と回答

した学生は約 48%であり, 2016年度一般教養科目

群 （64%）よりは低いものの, イノベーション科

目群平均（43%）に比べると若干高かった。 

一方, 一般教養科目「バイオテクノロジーの世

界」（後期開講, 受講者数約 130 名）においても, 

2017 年度より上記３．と同様のシチュエーショ

ン（とくだいバイオ株式会社）を設定した SL を

導入し効果を検証している。ここではバイオテク

ノロジーが関連する社会的な諸問題やその解決

法について, 自分の考えを持てるようになるこ

とを目標としている。この目的の達成のために受

講者と協働し AL を行っており, 左記の環境とバ

イオテクノロジーと②以外は同様であるが, 他

に「DNA ゲーム」, 「クリッカーを用いたクイズ」, 

「原発事故の諸問題と放射線教育」などについて

も実施している。 

図 2 に示したこの科目の授業評価アンケート

（2017 年度）では「双方向性」が教養科目平均

（3.62）より 0.6 ポイント高く, 「一方的」と答

えた学生は約35%で, 教養平均の49%を大きく下

回っていた。この科目の SL 導入の効果検証は経

年的な省察が必要であるが, 2015-2017 年度教養

科目における授業評価アンケートの各値と比べ, 

0.1~0.6 ポイント上回っており, SL, PBL などを含

めた AL の取り組みは, 大人数の教養教育科目に

おいても双方向型授業の実践に有効であったと

考えられる。 
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